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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エチレン・α－オレフィン・非共役ポリエン共重合体ゴム（ａ）９５～５重量部、
　プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）５～９５重量部
（ただし、成分（ａ）および（ｂ－１）の合計は１００重量部である）および
　軟化剤（ｃ）０～２００重量部
を含有する熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）を有機過酸化物の存在下で動的に熱処理す
ることにより得られる熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）であって、
　動的熱処理の前または後に、オレフィン系プラスチック用の結晶化核剤（ｅ）を、成分
（ａ）および（ｂ－１）の合計１００重量部に対して、０．０１～５重量部添加すること
により得られる熱可塑性エラストマ－組成物（Ｆ）からなる成形体が、
　さらに、発泡されていてもよい加硫ゴム成形体および／または熱可塑性エラストマー成
形体と接合されていることを特徴とする接合された成形体。
【請求項２】
　前記熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）が軟化剤（ｃ）を１～２００重量部含有するこ
とを特徴とする請求項１に記載の接合された成形体。
【請求項３】
　前記エチレン・α－オレフィン・非共役ポリエン共重合体ゴム（ａ）が、部分的または
完全に架橋されたゴムであることを特徴とする請求項１または２に記載の接合された成形
体。
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【請求項４】
　前記プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）のプロピレン単位含量が
５０重量％以上であることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の接合された成形
体。
【請求項５】
　前記熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）が、前記プロピレン・α－オレフィンランダム
共重合体（ｂ－１）に加えて、さらにプロピレン系重合体（ｂ－２）を含有することを特
徴とする請求項１～４のいずれかに記載の接合された成形体。
【請求項６】
　前記プロピレン系重合体（ｂ－２）が、プロピレン単独重合体、またはプロピレンとα
－オレフィンとのブロック共重合体であることを特徴とする請求項５に記載の接合された
成形体。
【請求項７】
　前記プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）とプロピレン系重合体（
ｂ－２）とが、９９～５／１～９５の重量比で含有されることを特徴とする請求項５また
は６に記載の接合された成形体。
【請求項８】
　熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）からなる成形体が発泡体であることを特徴とする請
求項１～７のいずれかに記載の接合された成形体。
【請求項９】
　エチレン・α－オレフィン・非共役ポリエン共重合体ゴム（ａ）９５～５重量部、
　プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）５～９５重量部
（ただし、成分（ａ）および（ｂ－１）の合計は１００重量部である）および
　軟化剤（ｃ）０～２００重量部
を含有する熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）に、オレフィン系プラスチック用の結晶化
核剤（ｅ）を、成分（ａ）および（ｂ－１）の合計１００重量部に対して、０．０１～５
重量部添加して得られた熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）であり、
　前記エチレン・α－オレフィン・非共役ポリエン共重合体ゴム（ａ）が部分的または完
全に架橋されたゴムである熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）からなる成形体が、さらに
、発泡されていてもよい加硫ゴム成形体および／または熱可塑性エラストマ－成形体と接
合されていることを特徴とする接合された成形体。
【請求項１０】
　前記熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）が軟化剤（ｃ）を１～２００重量部含有するこ
とを特徴とする請求項９に記載の接合された成形体。
【請求項１１】
　前記プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）のプロピレン単位含量が
５０重量％以上であることを特徴とする請求項９または１０に記載の接合された成形体。
【請求項１２】
　前記熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）が、前記プロピレン・α－オレフィンランダム
共重合体（ｂ－１）に加えて、さらにプロピレン系重合体（ｂ－２）を含有することを特
徴とする請求項９～１１のいずれかに記載の接合された成形体。
【請求項１３】
　前記プロピレン系重合体（ｂ－２）が、プロピレン単独重合体、またはプロピレンとα
－オレフィンとのブロック共重合体であることを特徴とする請求項１２に記載の接合され
た成形体。
【請求項１４】
　前記プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）とプロピレン系重合体（
ｂ－２）とが、９９～５／１～９５の重量比で含有されることを特徴とする請求項１２ま
たは１３に記載の接合された成形体。
【請求項１５】
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　熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）からなる成形体が発泡体であることを特徴とする請
求項９～１４のいずれかに記載の接合された成形体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、オレフィン系射出成形用熱可塑性エラストマー組成物、および該組成物を用
いてなる成形体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、接続部を有するウェザーストリップの製造は、一般的に、エチレン・プロピレン
・非共役ジエン三元共重合体（ＥＰＤＭ）のゴム配合物からなる押出加硫成形品を裁断し
て、一方または双方から金型にセットし、形成されるキャビティに、このＥＰＤＭのゴム
配合物と同種のゴム成形材料を注入し、加硫型成形することにより行われている。
【０００３】
　この型成形の材料として、エチレン・プロピレン・非共役ジエン三元共重合体（ＥＰＤ
Ｍ）を使用した加硫ゴムに代わって、生産性、環境対応性および軽量化の見地から、加硫
工程が不要な熱可塑性エラストマー（組成物）が使用され始めている。しかしながら、一
般に加硫ゴムと熱可塑性エラストマーとは、加硫接着などができないため、接着剤を用い
て一体化がなされたりしていたが、生産性または耐環境性の点で充分とはいえない。
【０００４】
　熱可塑性エラストマーの組成に関する技術としては、極性基含有樹脂の添加（特許文献
１～３参照）が挙げられるが、極性基含有樹脂の添加の場合、成形時に、成形品の金型か
らの離型性が悪くなったりして成形サイクルが長くなってしまう。また、オレフィン系熱
可塑性エラストマーに、結晶化温度が１０～１００℃と低いオレフィン重合体樹脂を混合
した発泡成形体用樹脂組成物も提案されているが、発泡成形後に発泡体が１００℃以下に
冷却するまでの間に、ヒケなどの無駄な癖や変形が生じやすい（特許文献４参照）。
【０００５】
　さらに上記加硫ゴムの技術としては、従来の加硫ゴムの組成に加えて微結晶性のポリプ
ロピレンを添加するものがある（特許文献５参照）。しかしながら、アタクチックポリプ
ロピレンのような微結晶性のポリプロピレンを添加すると、従来の加硫ゴムのゴム弾性が
悪化するだけでなく、経時後の成形品のベタツキや成形品硬度の上昇などが生じる場合が
ある。
【０００６】
　以上のような熱可塑性エラストマーや加硫ゴムの組成に関しての技術だけでなく、加硫
ゴムを裁断した後、切断面に凹凸を付けてアンカー効果を得ようとするもの（特許文献６
参照）や、加硫ゴムの切断面にポリオレフィン樹脂パウダーを塗布したもの（特許文献７
参照）などの技術があるが、いずれも生産性が低下する割に接着性の向上は見られないと
いう問題点がある。
【０００７】
　このため、射出成形などによる成形性に優れる熱可塑性エラストマー組成物、該熱可塑
性エラストマー組成物からなる成形体または発泡体、該熱可塑性エラストマー組成物から
なる成形体または発泡体と、公知の加硫ゴムあるいは熱可塑性エラストマーからなる成形
体または発泡体とが接合されてなる複合体の出現が望まれていた。
【特許文献１】特開平２－１１５２４９号公報
【特許文献２】特開平８－２４４０６８号公報
【特許文献３】特開平１０－３２４２００号公報
【特許文献４】特開２００１－８１２５１号公報
【特許文献５】特開平１０－７８４９号公報
【特許文献６】特開平９－１１８１３３号公報
【特許文献７】特開平６－４７８１６号公報
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【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、グラスランチャンネルの直線部とコーナー部との射出溶着成形時に、ヒケが
抑制され、接着性に優れた成形体を形成できる熱可塑性エラストマー組成物の製造方法、
当該製造方法により製造された熱可塑性エラストマー組成物、該熱可塑性エラストマー組
成物からなる成形体または発泡成形体、該熱可塑性エラストマー組成物からなる成形体ま
たは発泡成形体と、公知の加硫ゴムからなる成形体または発泡体とが接合されてなる成形
体を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の射出成形用熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）の製造方法は、エチレン・α－
オレフィン系共重合ゴム（ａ）９５～５重量部、プロピレン・α－オレフィンランダム共
重合体（ｂ－１）５～９５重量部（ただし、成分（ａ）および（ｂ－１）の合計は１００
重量部である）および軟化剤（ｃ）０～２００重量部を含有する熱可塑性エラストマー組
成物（Ｄ）を、有機過酸化物の存在下で動的に熱処理するものであり、動的熱処理の前ま
たは後に、オレフィン系プラスチック用の結晶化核剤（ｅ）を、成分（ａ）および（ｂ－
１）の合計１００重量部に対して、０．０１～５重量部添加することを特徴としている。
【００１０】
　前記熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）は、軟化剤（ｃ）を１～２００重量部含有する
ことが好ましい。
【００１１】
　前記エチレン・α－オレフィン系共重合ゴム（ａ）は、部分的または完全に架橋された
ゴムであることが好ましい。
【００１２】
　前記プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）のプロピレン単位含量は
５０重量％以上であることが好ましい。
【００１３】
　前記熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）は、前記プロピレン・α－オレフィンランダム
共重合体（ｂ－１）に加えて、さらにプロピレン系重合体（ｂ－２）を含有することが好
ましい。
【００１４】
　前記プロピレン系重合体（ｂ－２）は、プロピレン単独重合体、またはプロピレンとα
－オレフィンとのブロック共重合体であることが好ましい。
【００１５】
　前記プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）とプロピレン系重合体（
ｂ－２）とは、９９～５／１～９５の重量比で含有されることが好ましい。
【００１６】
　本発明の射出成形用熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）は、前記射出成形用熱可塑性エ
ラストマー組成物（Ｆ）の製造方法で製造されたことを特徴としている。
【００１７】
　本発明の成形体は、前記熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）からなることを特徴として
いる。
【００１８】
　前記成形体は、発泡体であることが好ましい。
【００１９】
　前記成形体は、発泡されていてもよい加硫ゴム成形体および／または熱可塑性エラスト
マー成形体と接合されたものであることが好ましい。
【００２０】
　本発明の射出成形用熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）は、エチレン・α－オレフィン
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系共重合ゴム（ａ）９５～５重量部、プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ
－１）５～９５重量部（ただし、成分（ａ）および（ｂ－１）の合計は１００重量部であ
る）および軟化剤（ｃ）０～２００重量部を含有する熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）
に、オレフィン系プラスチック用の結晶化核剤（ｅ）を、成分（ａ）および（ｂ－１）の
合計１００重量部に対して、０．０１～５重量部添加して得られた射出成形用熱可塑性エ
ラストマー組成物（Ｆ）であり、示差走査型熱量計（ＤＳＣ）により測定されるもっとも
大きな融点のピーク値が１００～１５０℃であり、結晶化温度のピークが１００℃以上で
あることを特徴としている。
【００２１】
　前記熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）は、軟化剤（ｃ）を１～２００重量部含有する
ことが好ましい。
【００２２】
　前記エチレン・α－オレフィン系共重合ゴム（ａ）は、部分的または完全に架橋された
ゴムであることが好ましい。
【００２３】
　前記プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）のプロピレン単位含量は
５０重量％以上であることが好ましい。
【００２４】
　前記熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）は、前記プロピレン・α－オレフィンランダム
共重合体（ｂ－１）に加えて、さらにプロピレン系重合体（ｂ－２）を含有することが好
ましい。
【００２５】
　前記プロピレン系重合体（ｂ－２）は、プロピレン単独重合体、またはプロピレンとα
－オレフィンとのブロック共重合体であることが好ましい。
【００２６】
　前記プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）とプロピレン系重合体（
ｂ－２）とは、９９～５／１～９５の重量比で含有されることが好ましい。
【００２７】
　本発明の成形体は、上記熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）からなることを特徴として
いる。
【００２８】
　前記成形体は、発泡体であることが好ましい。
【００２９】
　前記成形体は、発泡されていてもよい加硫ゴム成形体および／または熱可塑性エラスト
マー成形体と接合されたものであることが好ましい。
【発明の効果】
【００３０】
　本発明によれば、結晶化核剤を動的熱処理の前または後に添加することにより、ヒケが
抑制され、接着剥離強度に優れた射出成形体を製造しうる熱可塑性エラストマー組成物お
よび該組成物を用いてなる成形体を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】図１の（Ａ）は、本発明の接合成形体の好適な例である、自動車用ウェザースト
リップの一例を示す模式斜視図であり、図１の（Ｂ）は、そのウェザーストリップのコー
ナー部分の形成方法を説明するための模式斜視図である。
【符号の説明】
【００３２】
１，２ … 裁断押出成形物
３ … 接合コーナー部材（コーナー部材）
４ … 射出成形用金型
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【発明を実施するための最良の形態】
【００３３】
　本発明の射出成形用熱可塑エラストマー組成物（Ｆ）の製造方法は、エチレン・α－オ
レフィン系共重合ゴム（ａ）、プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）
および軟化剤（ｃ）を含有する熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）を、有機過酸化物の存
在下で動的に熱処理することを特徴とする射出成形用熱可塑エラストマー組成物（Ｆ）の
製造方法であって、該動的熱処理の前または後にオレフィン系プラスチック用の結晶化核
剤（ｅ）を添加することを特徴としている。
【００３４】
　以下、本発明について具体的に説明する。

　［熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）］
　本発明で用いられる熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）は、エチレン・α－オレフィン
系共重合ゴム（ａ）、プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）および軟
化剤（ｃ）を含有する。以下、これらの構成成分について具体的に説明する。

　＜エチレン・α－オレフィン系共重合体ゴム（ａ）＞
　本発明で用いられるエチレン・α－オレフィン系共重合体ゴム（ａ）としては、特に制
限はないが、エチレン・α－オレフィン共重合体ゴムおよびエチレン・α－オレフィン・
非共役ポリエン共重合体ゴムなどを例示することができる。
【００３５】
　エチレン・α－オレフィン系共重合体ゴム（ａ）中のエチレン単位含有量は、特に制限
はないが、通常２５～９５モル％、好ましくは３０～９０モル％、さらに好ましくは３５
～８５モル％である。α－オレフィンとしては、炭素数３～２０のα－オレフィンが挙げ
られるが、特にプロピレンが好ましい。
【００３６】
　非共役ポリエンとしては、具体的には、１，４－ヘキサジエン、３－メチル－１，４－
ヘキサジエン、４－メチル－１，４－ヘキサジエン、５－メチル－１，４－ヘキサジエン
、４，５－ジメチル－１，４－ヘキサジエン、７－メチル－１，６－オクタジエン、８－
メチル－４－エチリデン－１，７－ノナジエンおよび４－エチリデン－１，７－ウンデカ
ジエンなどの鎖状非共役ジエン；メチルテトラヒドロインデン、５－エチリデン－２－ノ
ルボルネン、５－メチレン－２－ノルボルネン、５－イソプロピリデン－２－ノルボルネ
ン、５－ビニリデン－２－ノルボルネン、６－クロロメチル－５－イソプロペニル－２－
ノルボルネン、５－ビニル－２－ノルボルネン、５－イソプロペニル－２－ノルボルネン
、５－イソブテニル－２－ノルボルネン、シクロペンタジエンおよびノルボルナジエンな
どの環状非共役ジエン；２，３－ジイソプロピリデン－５－ノルボルネン、２－エチリデ
ン－３－イソプロピリデン－５－ノルボルネン、２－プロペニル－２，２－ノルボルナジ
エン、４－エチリデン－８－メチル－１，７－ノナジエンなどのトリエンなどが挙げられ
る。なかでも、５－エチリデン－２－ノルボルネン、５－ビニル－２－ノルボルネン、シ
クロペンタジエンおよび４－エチリデン－８－メチル－１，７－ノナジエンが好ましく、
５－エチリデン－２－ノルボルネンが特に好ましい。
【００３７】
　エチレン・α－オレフィン・非共役ポリエン共重合体ゴムの場合は、ヨウ素価が好まし
くは１～３０ｇ／１００ｇ、より好ましくは３～２５ｇ／１００ｇである。また、ムーニ
ー粘度（ＭＬ1+4、１００℃）は１０～２５０であることが好ましい。すなわち、エチレ
ン・α－オレフィン系共重合体ゴム（ａ）は部分的または完全に架橋されたものであって
もよい。部分的または完全に架橋されている場合、ゴム弾性を示すため好ましい。
【００３８】
　エチレン・α－オレフィン系共重合体ゴム（ａ）は、従来公知の重合方法により製造す
ることができる。
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　＜プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）＞
　プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）（以下、「プロピレン系共重
合体（ｂ－１）」ともいう。）は、プロピレン単位を主成分とする樹脂であり、高圧法ま
たは低圧法のいずれかの方法により、プロピレンと１種または２種以上のα－オレフィン
とを共重合して得られる高分子量固体生成物である。これらの代表的な樹脂は商業的に入
手することもできる。
【００３９】
　上記プロピレン系共重合体（ｂ－１）の適当なα－オレフィンとしては、エチレン、１
－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、１－オクテン、１－デセン、２－メチル－１－
プロペン、３－メチル－１－ペンテン、４－メチル－１－ペンテンおよび５－メチル－１
－ヘキセンなどの炭素数２または４～２０、好ましくは２または４～１２のα－オレフィ
ンが挙げられる。これらのα－オレフィンは、単独で用いてもよく、また２種以上組み合
わせて用いてもよい。
【００４０】
　プロピレン系共重合体（ｂ－１）中のプロピレン単位含有量は、５０重量％以上、好ま
しくは６０～９９重量％、より好ましくは７０～９９重量％であり、コモノマーであるα
－オレフィンの含有量は好ましくは５０重量％以下、さらに好ましくは１～４０重量％で
ある。
【００４１】
　プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）としては、前述した通り、プ
ロピレン単位を主成分とする樹脂、すなわちプロピレン系重合体であることが好ましく、
具体的には、エチレン・プロピレンランダム共重合体およびエチレン・プロピレン・ブテ
ンランダム共重合体が挙げられ、好ましくはエチレン・プロピレンランダム共重合体が挙
げられる。さらに、これらの共重合体が結晶性のものであればなお好ましい。
【００４２】
　プロピレン系共重合体（ｂ－１）のメルトフローレート（ＭＦＲ：ＡＳＴＭ Ｄ １２３
８－６５Ｔ、２３０℃、２．１６ｋｇ荷重）は通常０．０１～１００ｇ／１０分、好まし
くは０．０５～５０ｇ／１０分の範囲にあることが望ましい。プロピレン系共重合体（ｂ
－１）は、本発明の熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）の流動性を向上させ、被着材との
接着剥離強度を大きくする役割を持っている。

　製造方法
　プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）の製造方法は、従来公知のプ
ロピレン（共）重合体の製造方法により調製することができる。そのようなプロピレン・
α―オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）として、具体的には、結晶性プロピレン・エ
チレン共重合体、結晶性プロピレン・エチレン・1－ブテン共重合体、結晶性プロピレン
・1－ブテン共重合体、プロピレン・1－オクテン共重合体およびプロピレン・1－ヘキセ
ン共重合体などが挙げられ、なかでも、結晶性プロピレン・エチレン共重合体および結晶
性プロピレン・エチレン・1－ブテン共重合体が好ましい。

　＜プロピレン系重合体（ｂ－２）＞
　本発明においては、プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）に加えて
、さらにプロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）以外のプロピレン系重
合体（ｂ－２）（以下単に、「プロピレン系重合体（ｂ－２）」という。）を用いてもよ
い。本発明で用いられるプロピレン系重合体（ｂ－２）は、上述したプロピレン系共重合
体（ｂ－１）以外の共重合体であれば、特に制限されることなく挙げられる。なかでも、
プロピレン単独重合体およびプロピレンとα－オレフィンとのブロック共重合体が好まし
く用いられ、α－オレフィンとしてはエチレンが特に好ましく用いられる。
【００４３】
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　プロピレン系共重合体（ｂ－２）のメルトフローレート（ＭＦＲ：ＡＳＴＭ Ｄ １２３
８－６５Ｔ、２３０℃、２．１６ｋｇ荷重）は、通常０．０１～１００ｇ／１０分、好ま
しくは０．０５～５０ｇ／１０分の範囲である。
【００４４】
　本発明で用いられる熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）は、プロピレン・α－オレフィ
ンランダム共重合体（ｂ－１）およびプロピレン系共重合体（ｂ－２）を、９９～５／１
～９５の重量比、好ましくは９９～３０／１～７０の重量比、より好ましくは９９～５０
／１～５０の重量比で含有していることが望ましい。
【００４５】
　プロピレン系重合体（ｂ－２）を含有させることにより、本発明で用いられる熱可塑性
エラストマー組成物（Ｄ）は、射出成形時にヒケの発生が抑制され、成形性に優れたもの
となる。

　＜軟化剤（ｃ）＞
　軟化剤（ｃ）としては、具体的には、プロセスオイル、潤滑油、パラフィン、流動パラ
フィン、石油アスファルトおよびワセリンなどの石油系軟化剤；コールタールおよびコー
ルタールピッチなどのコールタール系軟化剤；ヒマシ油、ナタネ油、大豆油およびヤシ油
などの脂肪油系軟化剤；トール油、密ロウ、カルナウバロウおよびラノリンなどのロウ類
、リシノール酸、パルミチン酸、ステアリン酸、ステアリン酸バリウムおよびステアリン
酸カルシウムなどの脂肪酸またはその金属塩；ナフテン酸またはその金属石鹸；パイン油
、ロジンまたはその誘導体；テルペン樹脂、石油樹脂、クマロンインデン樹脂およびアタ
クチックポリプロピレンなどの合成高分子物質；ジオクチルフタレート、ジオクチルアジ
ペートおよびジオクチルセバケートなどのエステル系可塑剤；ジイソドデシルカーボネー
トなどの炭酸エステル系可塑剤、その他、マイクロクリスタリンワックス、サブ（ファク
チス）、液状ポリブタジエン、変性液状ポリブタジエン、液状チオコールおよび炭化水素
系合成潤滑油などが挙げられる。なかでも好ましくは、石油系軟化剤および炭化水素系合
成潤滑油である。

　＜その他の任意成分＞
　本発明で用いられる熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）には、必要に応じて、公知の充
填剤、耐熱安定剤、老化防止剤、耐候安定剤、帯電防止剤、金属セッケンおよびワックス
などの滑剤、顔料、染料、難燃剤、ならびにブロッキング防止剤などの添加剤を、本発明
の目的を損なわない範囲で添加することができる。
【００４６】
　上記充填剤としては、前記結晶化核剤（ｅ）以外で、通常ゴムに使用される充填剤が適
当であり、具体的には、カーボンブラック、炭酸カルシウム、珪酸カルシウム、クレー、
カオリン、けいそう土、雲母粉、アスベスト、硫酸バリウム、硫酸アルミニウム、硫酸カ
ルシウム、炭酸マグネシウム、二硫化モリブデン、ガラス繊維、ガラス球、シラスバルー
ン、グラファイトおよびアルミナなどが挙げられる。
【００４７】
　これらの充填剤は、熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）１００重量部に対して、０～１
０重量部、好ましくは０～５重量部の量で用いられる。
【００４８】
　また、本発明において必要に応じて用いられる公知の耐熱安定剤、老化防止剤および耐
候安定剤としては、フェノール系、サルファイト系、フェニルアルカン系、ホスファイト
系およびアミン系安定剤などが挙げられる。
【００４９】
　＜熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）＞
　本発明で用いられる熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）において、上述したエチレン・
α－オレフィン系共重合ゴム（ａ）とプロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ



(9) JP 5351754 B2 2013.11.27

10

20

30

40

50

－１）との使用割合は、エチレン・α－オレフィン系共重合ゴム（ａ）およびプロピレン
・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）の合計１００重量部に対して、エチレン・
α－オレフィン系共重合ゴム（ａ）が９５～５重量部、好ましくは９５～１０重量部、プ
ロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）が５～９５重量部、好ましくは５
～９０重量部である。エチレン・α－オレフィン系共重合ゴム（ａ）およびプロピレン・
α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）の使用割合が上記範囲にある場合、柔軟性お
よびゴム弾性に優れるとともに、成形加工に優れた本発明の熱可塑性エラストマー組成物
が得られる。
【００５０】
　また、本発明で用いられる熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）は、エチレン・α－オレ
フィン系共重合ゴム（ａ）およびプロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１
）の合計１００重量部に対して、軟化剤（Ｃ）を０～２００重量部、好ましくは１～２０
０重量部、より好ましくは１～１８０重量部含有している。軟化剤（Ｃ）の量が上記範囲
内であると、柔軟性を示すため好ましい。

　［熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）］
　本発明の熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）は、前述した熱可塑性エラストマー組成物
（Ｄ）を有機過酸化物の存在下で動的に熱処理して得られ、動的熱処理の前または後に、
オレフィン系プラスチック用の結晶化核剤（ｅ）を、軟化剤（ｃ）を除く熱可塑性エラス
トマー組成物（Ｄ）１００重量部に対して、０．０１～５重量部の量で添加することを特
徴としている。

　＜結晶化核剤（ｅ）＞
　本発明で用いられる結晶化核剤（ｅ）としては、非融解型および融解型のオレフィン系
プラスチック用の結晶化核剤が挙げられ、これらを単独でまたは２種以上組み合わせて用
いることができる。
【００５１】
　非融解型の結晶化核剤としては、タルク、マイカ、シリカおよびアルミニウムなどの無
機物、臭素化ビフェニルエーテル、アルミニウムヒドロキシジ（ｐ－ｔ－ブチルベンゾエ
ート）（ＴＢＢＡ）、ヒドロキシ－ジ－ｐ－ｔ－ブチル安息香酸アルミニウム、有機リン
酸塩、ロジン系結晶化核剤、置換トリエチレングリコールテレフタレートおよびＴｅｒｙ
ｌｅｎｅ＆Ｎｙｌｏｎ繊維などが挙げられ、特にヒドロキシ－ジ－ｐ－ｔ－ブチル安息香
酸アルミニウム、メチレンビス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）リン酸ナトリウム塩
、２，２’－メチレンビス（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニル）リン酸ナトリウム、ロジ
ン系結晶化核剤およびＰＤＴＳが望ましい。
【００５２】
　融解型の結晶化核剤としては、ジベンジリデンソルビトール（ＤＢＳ）、置換ＤＢＳ、
低級アルキルジベンジリデンソルビトール（ＰＤＴＳ）およびビス－（４－メチルベンジ
リデン）ソルビトールなどのソルビトール系の化合物が挙げられる。
【００５３】
　結晶化核剤（ｅ）は、結晶化時間や結晶化度を最適範囲にするために用いられる。結晶
化核剤（ｅ）の含量は、エチレン・α－オレフィン系共重合ゴム（ａ）およびプロピレン
・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）の合計１００重量部に対して、０．０１～
５重量部、好ましくは０．０２～４．５重量部である。

　＜その他の成分＞
　本発明の熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）には、熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）
の任意成分としてすでに述べたものと同じ成分を、本発明の目的を損なわない範囲で添加
することができる。
【００５４】
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　＜熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）＞
　本発明の熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）の示差走査型熱量計（ＤＳＣ）を用いてＪ
ＩＳ　Ｋ７１２１の測定条件で熱分析を行った場合に観測される最も大きな融点（Ｔｍ）
のピーク値は１００～１５０℃、好ましくは１０５～１５０℃、より好ましくは１１０～
１５０℃であり、結晶化温度のピークは１００℃以上、好ましくは１００～１５０℃、よ
り好ましくは１００～１４０℃であることが望ましい。熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ
）の最も大きな融点（Ｔｍ）のピーク値および結晶化温度が前記範囲にあると、接着性が
高く、ヒケが発生しないため好ましい。

　［射出成形用熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）の製造方法］
　本発明の射出成形用熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）は、エチレン・α－オレフィン
系共重合体ゴム（ａ）、プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）、軟化
剤（ｃ）、必要に応じてプロピレン系重合体（ｂ－２）およびその他の任意成分を含有す
る熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）を架橋剤の存在下に動的に熱処理することによって
得られる。エチレン・α－オレフィン系共重合体ゴム（ａ）およびプロピレン・α－オレ
フィンランダム共重合体（ｂ－１）は、先ずエチレン・α－オレフィン系共重合体ゴム（
ａ）を単独で架橋してから混合してもよいし、エチレン・α－オレフィン系共重合体ゴム
（ａ）と混合してから架橋してもよい。ここで、「動的に熱処理する」とは、エチレン・
α－オレフィン系共重合体ゴム（ａ）とプロピレン・α－オレフィンランダム共重合体（
ｂ－１）とを溶融状態で混練することをいう。
【００５５】
　結晶化核剤（ｅ）は、熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）を得た後、動的熱処理を行う
前または後に添加することが好ましい。熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）を得た後、動
的熱処理の前または後に結晶化核剤（ｅ）を添加すると、射出成形時にヒケの発生が抑え
られ、たとえば、グラスランチャンネルの直線部とコーナー部とを射出溶着成形する際の
接着性が向上する。
【００５６】
　動的熱処理の際に用いられる架橋剤としては、有機過酸化物、フェノール樹脂、硫黄、
ヒドロシリコーン系化合物、アミノ樹脂、キノンまたはその誘導体、アミン系化合物、ア
ゾ系化合物、エポキシ系化合物およびイソシアネートなど、熱硬化型ゴムで一般に使用さ
れる架橋剤が挙げられる。これらの架橋剤の中では、有機過酸化物が好ましい。
【００５７】
　上記有機過酸化物としては、具体的には、ジクミルペルオキシド、ジ－ｔ－ブチルペル
オキシド、２，５－ジメチル－２，５－ジ－（ｔ－ブチルペルオキシ）ヘキサン、２，５
－ジメチル－２，５－ジ－（ｔ－ブチルペルオキシ）ヘキシン－３、１，３－ビス（ｔ－
ブチルペルオキシイソプロピル）ベンゼン、１，１－ビス（ｔ－ブチルペルオキシ）－３
，３，５－トリメチルシクロヘキサン、ｎ－ブチル－４，４－ビス（ｔ－ブチルペルオキ
シ）バレレート、ベンゾイルペルオキシド、ｐ－クロロベンゾイルペルオキシド、２，４
－ジクロロベンゾイルペルオキシド、ｔ－ブチルペルオキシベンゾエート、ｔ－ブチルペ
ルベンゾエート、ｔ－ブチルペルオキシイソプロピルカーボネート、ジアセチルペルオキ
シド、ラウロイルペルオキシドおよびｔ－ブチルクミルペルオキシドなどが挙げられる。
【００５８】
　これらの中では臭気性およびスコーチ安定性の点で、２，５－ジメチル－２，５－ジ－
（ｔ－ブチルペルオキシ）ヘキサン、２，５－ジメチル－２，５－ジ－（ｔ－ブチルペル
オキシ）ヘキシン－３および１，３－ビス（ｔ－ブチルペルオキシイソプロピル）ベンゼ
ンが好ましく、なかでも２，５－ジメチル－２，５－ジ－（ｔ－ブチルペルオキシ）ヘキ
サンが特に好ましい。
【００５９】
　このような有機過酸化物は、エチレン・α―オレフィン系共重合体ゴム（ａ）およびプ
ロピレン・α―オレフィンランダム共重合体（ｂ－１）の合計量１００重量部に対して、
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０．０２～３重量部、好ましくは０．０５～１重量部の量で用いられる。有機過酸化物の
配合量が前記範囲にある場合、適度な架橋が進行するため耐熱性、引張特性、弾性回復、
反発弾性および成形性などに優れた熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）が得られる。
【００６０】
　本発明においては、上記有機過酸化物による架橋処理に際し、硫黄、ｐ－キノンジオキ
シム、ｐ，ｐ’－ジベンゾイルキノンジオキシム、Ｎ－メチル－Ｎ－４－ジニトロソアニ
リン、ニトロソベンゼン、ジフェニルグアニジンおよびトリメチロールプロパン－Ｎ，Ｎ
’－ｍ－フェニレンジマレイミドのようなペルオキシ架橋助剤；ジビニルベンゼン；トリ
アリルシアヌレート；エチレングリコールジメタクリレート、ジエチレングリコールジメ
タクリレート、ポリエチレングリコールジメタクリレート、トリメチロールプロパントリ
メタクリレートおよびアリルメタクリレートのような多官能性メタクリレートモノマー；
ビニルブチラートおよびビニルステアレートのような多官能性ビニルモノマーを配合する
ことができる。
【００６１】
　上記のような化合物を用いると、均一かつ緩和された架橋反応が期待できる。
【００６２】
　上記のような架橋助剤または多官能性ビニルモノマーなどの化合物は、熱可塑性エラス
トマー（Ｄ）１００重量部に対して、２重量部以下、好ましくは０．０３～１重量部の量
で用いられる。
【００６３】
　また有機過酸化物の分解を促進するために、トリエチルアミン、トリブチルアミンおよ
び２，４，６－トリ（ジメチルアミノ）フェノールなどの三級アミンならびにアルミニウ
ム、コバルト、バナジウム、銅、カルシウム、ジルコニウム、マンガン、マグネシウム、
鉛および水銀のナフテン酸塩などの分解促進剤を用いてもよい。
【００６４】
　本発明における動的な熱処理は、非開放型の装置中で行うことが好ましく、また窒素お
よび炭酸ガスなどの不活性ガス雰囲気下で行うことが好ましい。熱処理の温度は、オレフ
ィン系樹脂の融点から３００℃の範囲であり、好ましくは１５０～２５０℃、より好まし
くは１７０～２２５℃である。混練時間は１～２０分間、好ましくは１～１０分間である
。また、加えられる剪断力は、剪断速度で１０～５０，０００秒-1、好ましくは１００～
２０，０００秒-1の範囲である。
【００６５】
　混練装置としては、ミキシングロール、インテンシブミキサー（たとえば、バンバリー
ミキサーまたはニーダー）、一軸または二軸押出機などを用いることができるが、非開放
型の装置が好ましく、二軸押出機が特に好ましい。
【００６６】
　エチレン・α－オレフィン系共重合体ゴム（ａ）、プロピレン・α－オレフィンランダ
ム共重合体（ｂ－１）および軟化剤（Ｃ）を含有する本発明の熱可塑性エラストマー（Ｄ
）において、エチレン・α－オレフィン系共重合体ゴム（ａ）の架橋率は９０重量％以上
、好ましくは９５重量％以上、より好ましくは９７～９９．９重量％の範囲である。なお
、エチレン・α－オレフィン系共重合体ゴム（ａ）の架橋率はエチレン・α－オレフィン
系共重合体ゴム（ａ）とゲル分率との関係から求められる。

　［成形体・発泡体］
　本発明の成形体は、熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）から製造される。成形体の製造
方法、すなわち熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）の成形方法としては、射出成形法が用
いられるが、特にこれに限定されることなく、公知の方法が用いられる。
【００６７】
　本発明の発泡体（以下、「発泡成形体」ともいう。）は、熱可塑性エラストマー組成物
（Ｆ）１００重量部に対して、発泡剤を０．０１～５重量部の量で配合してなる熱可塑性
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エラストマー組成物から製造される。発泡成形体の製造は、ゴムまたはエラストマーの発
泡体を製造するのに通常使用される発泡剤を用いて、公知の方法により行われる。発泡剤
としては、具体的には、重炭酸ナトリウム（重曹）、炭酸ナトリウム、重炭酸アンモニウ
ム、炭酸アンモニウムおよび亜硝酸アンモニウムなどの無機発泡剤；Ｎ，Ｎ'－ジメチル
－Ｎ，Ｎ'－ジニトロソテレフタルアミドおよびＮ，Ｎ'－ジニトロソペンタメチレンテト
ラミン（ＤＰＴ）などのニトロソ化合物；アゾジカルボンアミド（ＡＤＣＡ）、アゾビス
イソブチロニトリル（ＡＺＢＮ）、アゾビスシクロヘキシルニトリル、アゾジアミノベン
ゼンおよびバリウムアゾジカルボキシレートなどのアゾ化合物；ベンゼンスルホニルヒド
ラジド（ＢＳＨ）、トルエンスルホニルヒドラジド（ＴＳＨ）、ｐ，ｐ'－ オキシビス（
ベンゼンスルホニルヒドラジド）（ＯＢＳＨ）およびジフェニルスルホン－３，３'－ジ
スルホニルヒドラジドなどのスルホニルヒドラジド化合物；カルシウムアジド、４，４-
ジフェニルジスルホニルアジドおよびｐ-トルエンスルホニルアジドなどのアジド化合物
が挙げられる。
【００６８】
　また、上記成形体および発泡成形体はいずれも、発泡されていてもよい加硫ゴム成形体
および／または発泡されていてもよい熱可塑性エラストマー成形体などの被接合物と接合
させてもよい。

　［被接合物］
　本発明の成形体または発泡成形体の被接合物としては、加硫ゴムおよび熱可塑性エラス
トマーが用いられる。加硫ゴムおよび熱可塑性エラストマーについて以下に説明する。
【００６９】
　＜加硫ゴム＞
　本発明の成形体または発泡成形体の被接合物である加硫ゴムとしては、熱可塑性エラス
トマー組成物（Ｆ）との接着性（溶着性）の面から、ポリオレフィン系ゴムが好ましく用
いられる。ポリオレフィン系ゴムとしては、たとえば、エチレン・α－オレフィン共重合
体ゴムおよびエチレン・α－オレフィン・非共役ポリエン共重合体ゴムが挙げられる。
【００７０】
　なお、ここでいう「加硫ゴム」は、硫黄を用いて架橋したゴムだけでなく、他の架橋剤
で架橋したゴムも含むものとする。
【００７１】
　このような加硫ゴムとしては、エチレン・α－オレフィン・非共役ポリエン共重合体ゴ
ムを主成分とするものが好ましく用いられる。エチレン・α－オレフィン・非共役ポリエ
ン共重合体ゴムにおけるα－オレフィンとしては、炭素原子数３～２０のα－オレフィン
が挙げられ、好ましくは、プロピレン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、４－
メチル－１－ペンテン、１－ヘプテン、１－オクテン、１－ノネン、１－デセン、１－ウ
ンデセン、１－ドデセン、１－トリデセン、１－テトラデセン、１－ペンタデセン、１－
ヘキサデセン、１－ヘプタデセン、１－ノナデセン、１－エイコセンおよび９－メチルデ
セン－１，１１－メチルドデセン－１，１２－エチルテトラデセン－１などが挙げられる
。このうち、炭素原子数３～８のα－オレフィン、具体的には、プロピレン、１－ブテン
、４－メチルペンテン－１，１－ヘキセンおよび１－オクテンが特に好ましく用いられる
。これらのα－オレフィンは、単独で用いてもよく、また２種以上組み合わせて用いても
よい。
【００７２】
　加硫ゴム中には、充分な機械強度を有する押出成形加硫ゴム成形体を得るために、エチ
レン・α－オレフィン・非共役ポリエン共重合体ゴム１００重量部に対して、カーボンブ
ラックを３０～３００重量部の量で用いるのが好ましい。カーボンブラックとしては、Ｓ
ＲＦ、ＧＰＦ、ＦＥＦ、ＭＡＦ、ＨＡＦ、ＩＳＡＦ、ＳＡＦ、ＦＴおよびＭＴなどのカー
ボンブラックが挙げられる。さらに、機械的強度および製品肌の良好な加硫ゴム成形体を
製造するためには、カーボンブラックの窒素吸着比表面積は１０～１００ｍ2／ｇである
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ことが好ましい。
【００７３】
　加硫ゴムには、無機充填剤を補強剤として適宜添加することができるが、添加できる量
は、エチレン・α－オレフィン・非共役ポリエン共重合体ゴム１００重量部に対して、最
大で１００重量部である。無機充填剤としては、具体的には、シリカ、軟質炭酸カルシウ
ム、重質炭酸カルシウム、タルクおよびクレーなどが挙げられる。
【００７４】
　加硫ゴム中に含有させることができる軟化剤としては、ゴムに通常用いられる軟化剤で
あれば特に制限されない。具体的には、プロセスオイル、潤滑油、パラフィン、流動パラ
フィン、ポリエチレンワックス、ポリプロピレンワックス、石油アスファルトおよびワセ
リンなどの石油系軟化剤；コールタールおよびコールタールピッチなどのコールタール系
軟化剤；ヒマシ油、アマニ油、ナタネ油、大豆油および椰子油などの脂肪油系軟化剤；ト
ール油；サブ（ファクチス）；蜜ロウ、カルナウバロウおよびラノリンなどのロウ類；リ
シノール酸、パルミチン酸、ステアリン酸、ステアリン酸バリウム、ステアリン酸カルシ
ウム、ラウリン酸亜鉛などの脂肪酸または脂肪酸塩；ナフテン酸；パイン油、ロジンまた
はその誘導体；テルペン樹脂、石油樹脂、クマロンインデン樹脂およびアタクチックポリ
プロピレンなどの合成高分子物質；ジオクチルフタレート、ジオクチルアジペートおよび
ジオクチルセバケートなどのエステル系軟化剤；マイクロクリスタリンワックス、液状ポ
リブタジエン、変性液状ポリブタジエン、液状ポリイソプレン、末端変性ポリイソプレン
、水添末端変性ポリイソプレン、液状チオコールおよび炭化水素系合成潤滑油などが挙げ
られる。なかでも、石油系軟化剤、特にプロセスオイルが好ましい。これらの軟化剤の配
合量は、加硫物の用途により適宜選択される。
【００７５】
　加硫ゴムの加硫に用いる加硫剤としては、硫黄および硫黄化合物が挙げられる。硫黄と
しては、たとえば、粉末硫黄、沈降硫黄、コロイド硫黄、表面処理硫黄および不溶性硫黄
などが挙げられる。硫黄化合物としては、たとえば、塩化硫黄、二塩化硫黄および高分子
多硫化物などが挙げられる。また、加硫温度で活性硫黄を放出して加硫する硫黄化合物、
たとえば、モルフォリンジスルフィド、アルキルフェノールジスルフィド、テトラメチル
チウラムジスルフィド、ジペンタメチレンチウラムテトラスルフィドおよびジメチルジチ
オカルバミン酸セレンなどを用いてもよい。
これらの中では、硫黄を用いることが好ましい。硫黄または硫黄化合物は、上記共重合体
ゴム１００重量部に対して、通常０．１～１０重量部の量で用いられる。
【００７６】
　また、加硫剤として硫黄または硫黄化合物を使用するときは、加硫促進剤を併用するこ
とが好ましい。加硫促進剤としては、たとえば、Ｎ－シクロヘキシル－２－ベンゾチアゾ
ールスルフェンアミド（ＣＢＳ）、Ｎ－オキシジエチレン－２－ベンゾチアゾールスルフ
ェンアミド（ＯＢＳ）、Ｎ－ｔ－ブチル－２－ベンゾチアゾールスルフェンアミド（ＢＢ
Ｓ）およびＮ，Ｎ－ジイソプロピル－２－ベンゾチアゾールスルフェンアミドなどのスル
フェンアミド系化合物；２－メルカプトベンゾチアゾール（ＭＢＴ）、２－（２，４－ジ
ニトロフェニル）メルカプトベンゾチアゾール、２－（４－モルホリノチオ）ベンゾチア
ゾール、２－（２，６－ジエチル－４－モルホリノチオ）ベンゾチアゾールおよびジベン
ゾチアジルジスルフィドなどのチアゾール系化合物；ジフェニルグアニジン（ＤＰＧ）、
トリフェニルグアニジン、ジオルソニトリルグアニジン（ＤＯＴＧ）、オルソトリルバイ
グアナイドおよびジフェニルグアニジンフタレートなどのグアニジン系化合物；アセトア
ルデヒド-アニリン縮合物、ブチルアルデヒド-アニリン縮合物、ヘキサメチレンテトラミ
ン（Ｈ）およびアセトアルデヒドアンモニアなどのアルデヒドアミンまたはアルデヒド-
アンモニア系化合物；２－メルカプトイミダゾリンなどのイミダゾリン系化合物；チオカ
ルバニリド、ジエチルチオウレア（ＥＵＲ）、ジブチルチオウレア、トリメチルチオウレ
アおよびジオルソトリルチオウレアなどのチオウレア系化合物；テトラメチルチウラムモ
ノスルフィド（ＴＭＴＭ）、テトラメチルチウラムジスルフィド（ＴＭＴＤ）、テトラエ
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チルチウラムジスルフィド、テトラブチルチウラムジスルフィド、テトラキス（２－エチ
ルヘキシル）チウラムジスルフィド（ＴＯＴ）およびジペンタメチレンチウラムテトラス
ルフィド（ＴＲＡ）などのチウラム系化合物；ジメチルジチオカルバミン酸亜鉛、ジエチ
ルジチオカルバミン酸亜鉛、ジ-ｎ-ブチルジチオカルバミン酸亜鉛、エチルフェニルジチ
オカルバミン酸亜鉛、ブチルフェニルジチオカルバミン酸亜鉛、ジメチルジチオカルバミ
ン酸ナトリウム、ジメチルジチオカルバミン酸セレンおよびジメチルジチオカルバミン酸
テルルなどのジチオカルバミン酸塩；ジブチルキサントゲン酸亜鉛などのキサントゲン酸
塩；亜鉛華（酸化亜鉛）などが挙げられる。これらの加硫促進剤は、前記共重合体ゴム１
００重量部に対して、通常０．１～２０重量部の量で用いられる。
【００７７】
　加硫ゴム中には、加硫物の用途に応じて、老化防止剤、加工助剤、発泡剤、発泡助剤、
着色剤、分散剤および難燃剤などの従来公知の配合剤を含有させることができる。
【００７８】
　加硫ゴムに添加される老化防止剤としては、たとえば、アミン系、ヒンダードフェノー
ル系および硫黄系老化防止剤などが挙げられる。アミン系老化防止剤としては、ジフェニ
ルアミン類およびフェニレンジアミン類などが挙げられる。ヒンダードフェノール系老化
防止剤としては、モノエステル型ヒンダードフェノール類、多環ヒンダードフェノール類
などが用いられる。硫黄系老化防止剤としては、通常ゴムに使用される硫黄系老化防止剤
が用いられる。これらの老化防止剤は、本発明の目的を損なわない範囲で用いられる。
【００７９】
　加工助剤としては、通常のゴムの加工に使用される加工助剤が用いられる。具体的には
、リノール酸、リシノール酸、ステアリン酸、パルチミン酸およびラウリン酸などの高級
脂肪酸；ステアリン酸バリウム、ステアリン酸亜鉛およびステアリン酸カルシウムなどの
高級脂肪酸の塩またはエステル類などが挙げられる。これらの加工助剤は、エチレン・α
－オレフィン・非共役ポリエン共重合体ゴム１００重量部に対して、通常１０重量部以下
の量で用いられるが、要求される物性値に応じて最適な量を適宜決定する。
【００８０】
　発泡剤としては、本発明の熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）から発泡体を製造する際
に使用できる発泡剤と同じものが挙げられる。
【００８１】
　また、加硫ゴムの成分中には、その他各種の公知のゴムや樹脂をブレンドすることがで
きる。その他の公知のゴムとしては、天然ゴム（ＮＲ）およびイソプレンゴム（ＩＲ）な
どのイソプレン系ゴム；ブタジエンゴム（ＢＲ）、スチレン－ブタジエンゴム（ＳＢＲ）
、アクリロニトリル－ブタジエンゴム（ＮＢＲ）およびクロロプレンゴム（ＣＲ）などの
共役ジエン系ゴムが挙げられる。他の樹脂としては、ポリエチレン、ポリプロピレン、１
，２－ポリブタジエンおよびポリブテンなどが挙げられる。

　＜熱可塑性エラストマー＞
　本発明の成形体または発泡成形体の被接合物である熱可塑性エラストマーとしては、オ
レフィン系、スチレン系、塩ビ系、ウレタン系、エステル系およびアミド系などの熱可塑
性エラストマー、該熱可塑性エラストマーの１種以上からなる組成物、ならびにオレフィ
ン系樹脂および架橋されたオレフィン系ゴムを含むエラストマーなどが挙げられ、目的と
する成形体に要求される性状に応じて適宜選択することができる。

　＜ゴム組成物および加硫ゴム成形体の製造＞
　加硫ゴム成形体は、エチレン・α－オレフィン・非共役ポリエン共重合体ゴム、カーボ
ンブラック、ゴム補強剤、無機充填剤および軟化剤などを含有する上記ゴム組成物を、バ
ンバリーミキサー、ニーダーおよびインターミックスのようなインターナルミキサー（密
閉式混合機）類を用いて８０～１７０℃の温度で２～２０分間混練した後、硫黄ならびに
必要に応じて加硫促進剤、加硫助剤、発泡剤および発泡助剤を混練機内に添加して、オー
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プンロールのようなロール類またはニーダーを用いて、ロール温度４０～８０℃で５～３
０分間混練した後、分出しすることにより製造される。
【００８２】
　上記ゴム組成物は、押出成形機を用いて目的の形状に成形する際に、あるいは成形物を
加硫槽内に導入し、１４０～３００℃の温度で１～２０分間加熱する際に加硫することが
できる。加硫工程は通常、連続的に実施される。また、加硫槽における加熱方法としては
、熱空気、ガラスビーズ流動床、溶融塩槽（ＬＣＭ）、ＰＣＭ（Powder Curing Mediumま
たはPowder Curing Method）、ＵＨＦ（極超短波電磁波）およびスチームなどの方法が挙
げられる。
【００８３】
　なお、ここまでウェザーストリップを例として説明してきたが、本発明の熱可塑性エラ
ストマー組成物（Ｆ）は、加硫ゴムおよび／または熱可塑性エラストマーの成形体を融着
させた成形体を製造する場合だけでなく、ドアトリムなどのように、表皮部が融着した表
皮層を製造する場合にも好適に用いられる。

　［成形体］
　本発明の成形体は、熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）から得られる成形体または発泡
成形体と、発泡されていてもよい加硫ゴム成形体および／または発泡されていてもよい熱
可塑性エラストマー成形体とが接合されてなる。
【００８４】
　本発明の熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）は、被接合物である加硫ゴムおよび／また
は熱可塑性エラストマーの成形体との接合性（融着性）に優れている。したがって、熱可
塑性エラストマー組成物（Ｆ）から得られる成形体と、被接合物である加硫ゴムおよび／
または熱可塑性エラストマーの成形体とは、加熱圧着などの方法により、接着剤を用いな
くても強固に接合することができる。すなわち、本発明の成形体は、熱可塑性エラストマ
ー組成物（Ｆ）から得られる成形体または発泡成形体と、被接合物である発泡されていて
もよい加硫ゴムおよび／または発泡されていてもよい熱可塑性エラストマーの成形体とを
加熱圧着などの方法により接合して製造することができる。
【００８５】
　このような本発明の成形体の例としては、熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）を、車両
の内外装材として用いられる加硫ゴム成形体（好ましくは、ポリオレフィン系加硫ゴム成
形体）に溶着させたコーナー部、たとえば、自動車用ウェザーストリップのコーナー部分
（コーナー材）に用いた複合体（成形体）などが挙げられる。
【００８６】
　ここで、本発明の熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）を成形して得られたウェザースト
リップを例として説明すると、加硫ゴムおよび／または熱可塑性エラストマーの押出成形
物を裁断し、裁断押出成形物どうしを異なる方向から接続するコーナー部分の形成におい
て、熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）を融点以上の温度で射出成形して、加硫ゴムおよ
び／または熱可塑性エラストマーの押出成形品と接触させて溶着させることにより、ウェ
ザーストリップを製造することができる。
【００８７】
　本発明の熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）からなるコーナー部成形体を有するウェザ
ーストリップについて、図１に基づいてより具体的に説明する。図１は、自動車のウェザ
ーストリップ（グラスランチャンネル）およびその成形方法を説明する模式斜視図である
。図１の（Ａ）に示すように、ウェザーストリップは、加硫ゴムおよび／または熱可塑性
エラストマーの裁断押出成形物１，２と、この裁断押出成形物１，２を異なる方向から接
続する際に形成される接合コーナー部材３とで構成されている。この裁断押出成形物１，
２は、加硫ゴムおよび／または熱可塑性エラストマーをチャンネル状に押出成形した後、
所定の長さに裁断したものである。この裁断押出成形物１，２は長手方向の形状が直線形
状をしている。なお、ここでいう「接合コーナー部材」とは、裁断押出成形物どうしを異
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なる方向から接続する際に形成される熱可塑性エラストマー組成物製の部分をいう。
【００８８】
　このようなウェザーストリップは、次のようにして作製することができる。まず、射出
成形用金型４をあらかじめ所定の温度に加熱しておく。次に、図１の（Ｂ）に示すように
、この金型４に加硫ゴムおよび／または熱可塑性エラストマーからなる裁断押出成形物１
，２を挿入する。次いで、図示していないが、加熱室内（スクリュー内）で融点以上の温
度で溶融された本発明の熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）を、金型４のキャビティとコ
アの間にできる空間部に注入し、裁断押出成形物１，２の端面に、融点以上の温度で溶融
させた該熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）を溶着させた後、冷却することにより、図１
の（Ａ）に示すようなコーナー部材３を有するウェザーストリップが得られる。
【００８９】
　また、本発明の成形体は、上記熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）から得られる発泡体
（発泡成形体）と、加硫ゴム発泡体および／または熱可塑性エラストマーとを接合した成
形体（以下単に「接合成形体」ともいう。）として好適に用いられる。
【００９０】
　本発明の熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）から得られる発泡体と接合させるのに用い
られる、被接合物としての発泡体は、加硫ゴムおよび／または熱可塑性エラストマーから
得られる。この加硫ゴムおよび熱可塑性エラストマーとしては、本発明の成形体を構成す
る加硫ゴムおよび熱可塑性エラストマーと同じものが用いられる。そして、被接合物であ
る発泡体は、前記加硫ゴムおよび／または熱可塑性エラストマーと、発泡剤および必要に
応じて発泡助剤を含む組成物を用いて、発泡成形させることにより得られる。
【００９１】
　本発明の発泡成形体は、本発明の熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）から得られる発泡
体と、加硫ゴム発泡体および／または熱可塑性エラストマー発泡体とを、加熱圧着または
融着することにより、接着剤を介さなくても好適に製造することができる。すなわち、本
発明の接合成形体を構成する熱可塑性エラストマー組成物（Ｆ）から得られる発泡体部分
と、加硫ゴム発泡体および／または熱可塑性エラストマー発泡体部分とは、強固に接合さ
れている。
【実施例】
【００９２】
　以下、本発明を実施例により説明するが、本発明は、これらの実施例に何ら限定される
ものではない。
【００９３】
　なお、実施例および比較例で得られた熱可塑性エラストマー樹脂組成物のメルトフロー
レート（ＭＦＲ）、実施例および比較例で得られた熱可塑性エラストマー組成物からなる
成形体の硬度、引張強度・伸び、圧縮永久歪、成形性：ヒケ評価、接着剥離強度の測定な
いし評価は、次の方法に従って行った。
【００９４】
　（１）メルトフローレート（ＭＦＲ）
　メルトフローレートは、ＡＳＴＭ Ｄ １２３８－６５Ｔに準拠して２３０℃、２．１６
ｋｇ荷重で測定した。
【００９５】
　（２）硬度
　硬度は、プレス成形機によりシートを作成し、ＪＩＳ　Ｋ６３０１に準拠して、Ａ型測
定器を用い、押針接触後、直ちに目盛りを読み取り、ショアーＡ硬度を測定した。
【００９６】
　（３）引張強度および伸び
　プレス成形機によりシートを作成し、ＪＩＳ３号試験片を打ち抜き、ＪＩＳ　Ｋ６３０
１に準拠して、引張速度２００ｍｍ／分の条件で引張試験を行い、破断時の引張強度と伸
びを測定した。
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【００９７】
　（４）圧縮永久歪
　圧縮永久歪みは、縦型射出成形機にて直径２９ｍｍ、厚さ１２．７ｍｍの円柱状の成形
品を製造し、ＪＩＳ　Ｋ６３０１に準拠して、７０℃、２２時間の条件で２５％厚み方向
に圧縮したサンプルについて、厚さを測定して圧縮永久歪を計算した。
【００９８】
　（５）成形性：ヒケ評価
　１００Ｔｏｎ射出成形機にて、射出温度２５０℃、金型温度５０℃にて、縦１２ｃｍ×
横１５ｃｍ×厚み５ｍｍの平板を成形し、成形品を目視で観察して以下の基準で評価した
。
Ａ：全くヒケが生じていないもの
Ｂ：ヒケが若干生じているもの
Ｃ：成形品表面に著しいヒケが観察されるもの
　（６）接着剥離強度
　接着剥離強度の測定に際し、平板（縦１２ｃｍ×横１４．７ｃｍ×厚み２ｍｍ）成形用
金型、１００Ｔｏｎ射出成形機を使用した。被接着材としては、熱可塑性エラストマー（
ＴＰＶ－１）（ショアＡ硬度７０）を用い、これを熱プレス成形にて、平板（縦１２ｃｍ
×横１４．７ｃｍ×厚み２ｍｍ）を成形し準備する。次に、コーナー材との接着直前に、
縦４ｃｍとなるよう被接着材成形品をカッターにて切断し、カッター切断面に対して熱可
塑性エラストマーが射出成形の工程において射出成形段階にて切断面に溶融樹脂が到達す
るようにするように金型にセットする。その後、射出成形温度２３０℃、金型温度５０℃
にて実施例あるいは比較例のコーナー材を被接着材と溶融接着させ、剥離状態観察用の試
験片を得た。上記のようにして得られた試験片の接合部を幅２ｃｍの短冊状に打ち抜いて
、引張速度２００ｍｍ／分で引張剥離試験を行い、接着強度を測定した。

　［参考例１］熱可塑性エラストマー（ＴＰＶ－１）の製造
　オレフィン系樹脂として、プロピレン単独重合体（ＭＦＲ＝１３ｇ／１０分、Ｔｍ＝１
５８℃）２０重量部と、オレフィン系ゴムとして、油展エチレン・プロピレン・５－エチ
リデン－２－ノルボルネン共重合体ゴム（エチレン単位含量７８モル％、プロピレン単位
含量２２モル％、ヨウ素価１３、ムーニー粘度［ＭＬ１＋４（１００℃）］＝７４、油展
量＝ゴム１００重量部に対して、パラフィン系プロセスオイル（出光興産（株）製、商品
名：ＰＷ－９０を４５重量部）６０重量部と、プロピレン・エチレンランダム共重合体ゴ
ム（プロピレン単位含量６５モル％、エチレン単位含量３５モル％、２３０℃ＭＦＲ＝２
．０ｇ／１０分）２０重量部と、架橋剤として有機過酸化物（日本油脂（株）製、商品名
：パーブチルＰ）０.３重量部と、架橋助剤としてエチレングリコールジメタクリレート
０．１重量部とをへンシェルミキサーで十分混合した後、押出機［東芝機械（株）製、品
番：ＴＥＭ－５０、Ｌ／Ｄ＝４０、シリンダー温度：Ｃ１～Ｃ２　１２０℃、Ｃ３～Ｃ４
　１４０℃、Ｃ５～Ｃ６　１８０℃、Ｃ７～Ｃ８　２００℃、Ｃ９～Ｃ１２　２００℃、
ダイス温度：２００℃、スクリュー回転数：２００ｒｐｍ、押出量：２０ｋｇ／時間］に
て、パラフィン系プロセスオイル（出光興産（株）製、商品名：ＰＷ－９０］２０重量部
をシリンダーに注入しながら造粒を行い、熱可塑性エラストマー組成物（ＴＰＶ－１）の
ペレットを得た。
【００９９】
　［実施例１］
　エチレン・プロピレン・５－エチリデン－２－ノルボルネン共重合体ゴム（ａ）（エチ
レン単位含量７８モル％、プロピレン単位含量２２モル％、ヨウ素価１３、ムーニー粘度
［ＭＬ1+4１００℃］７４）１００重量部に対し、軟化剤（Ｃ）であるパラフィン系プロ
セスオイル（出光興産（株）製、商品名：ＰＷ－９０）４０重量部で油展した油展エチレ
ン・プロピレン・５－エチリデン－２－ノルボルネン共重合体ゴム（以下、「ＥＰＴ－１
」という。）７０重量部と、オレフィン系プラスチック（ｂ－１）として、プロピレン・
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エチレンランダム共重合体（ＭＦＲ［ＡＳＴＭ Ｄ １２３８、２３０℃、２．１６ｋｇ荷
重］１０．０ｇ／１０分、融点（Ｔｍ）１４０℃）（以下、「ＰＰ－１」という。）３０
重量部と、酸化防止剤（旭電化工業（株）製、商品名：アデカスタブＡＯ－６０）０．０
１重量部と、架橋剤として、有機過酸化物（日本油脂（株）製、商品名：パーブチルＰ）
０.３重量部と、架橋助剤として、エチレングリコールジメタクリレート（三新化学工業
（株）製、商品名：サンエステルＥＧ）０．１重量部とをヘンシェルミキサーで十分混合
し、押出機（東芝機械（株）製、品番：ＴＥＭ－５０、Ｌ／Ｄ＝４０、シリンダー温度：
Ｃ１～Ｃ２　１２０℃、Ｃ３～Ｃ４　１４０℃、Ｃ５～Ｃ６　１８０℃、Ｃ７～Ｃ８　２
００℃、Ｃ９～Ｃ１２　２００℃、ダイス温度：２００℃、スクリュー回転数：２００ｒ
ｐｍ、押出量：２０ｋｇ／時間）にて、軟化剤（ｃ）として、パラフィン系プロセスオイ
ル（出光興産（株）製、商品名：ＰＷ－９０）２０重量部をシリンダーに注入しながら造
粒を行い、熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）のペレットを得た。
【０１００】
　得られた熱可塑性エラストマー組成物（Ｄ）のペレット１００部に対して、結晶化核剤
（ｅ）として、非融解型のヒドロキシ－ジ－ｐ－ｔ－ブチル安息香酸アルミニウム（シェ
ルジャパン（株）製、商品名：ＡＬ－ＰＴＢＢＡ＃５００）（以下、「ｅ－１」という。
）を０．１部混合し、被接着剤であるＴＰＶ－１との接着強度測定用成形片を作製した。
結果を表１－１に示す。
【０１０１】
　［実施例２］
　実施例１において、結晶化核剤（ｅ）として、ｅ－１の代わりに、非融解型のメチレン
ビス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）リン酸ナトリウム塩（旭電化工業社製、ＡＤＫ
　ＳＴＡＢ　ＮＡ－１１）（以下、「ｅ－２」という。）を用いた以外は実施例１と同様
にして成形片を作製した。結果を表１－１に示す。
【０１０２】
　［実施例３］
　実施例１において、結晶化核剤（ｅ）として、ｅ－１の代わりに、融解型のビス－（４
－メチルベンジリデン）ソルビトール（新日本理化（株）製、商品名：Ｇｅｌａｌｌ　Ｍ
Ｄ）（以下、「ｅ－３」という。）を用いた以外は実施例１と同様にして成形片を作製し
た。結果を表１－１に示す。
【０１０３】
　［実施例４］
　実施例１において、結晶化核剤（ｅ）として、ｅ－１の代わりに、非融解型のロジン系
結晶化核剤（荒川化学工業（株）製、商品名：パインクリスタルＫＭ－５０００）（以下
、「ｅ－４」という。）を用いた以外は実施例１と同様にして成形片を作製した。結果を
表１－１に示す。
【０１０４】
　［実施例５］
　実施例１において、ＰＰ－１を２０重量部およびオレフィン系プラスチック（ｂ－２）
として、プロピレン単独重合体（ＭＦＲ［ＡＳＴＭ　Ｄ　１２３８，２３０℃，２．１６
ｋｇ荷重］１１．０ｇ／１０分、融点（Ｔｍ）１６０℃）（以下、「ＰＰ－２」という。
）を１０重量部用いた以外は実施例１と同様にして成形片を作製した。結果を表１－１に
示す。
【０１０５】
　［実施例６］
　実施例１において、ＰＰ－１を２０重量部およびオレフィン系プラスチック（ｂ－２）
として、プロピレン・エチレンブロック共重合体（ＭＦＲ［ＡＳＴＭ　Ｄ　１２３８，２
３０℃，２．１６ｋｇ荷重］１１．０ｇ／１０分、エチレン分率５％、融点（Ｔｍ）１６
０℃）（以下、「ＰＰ－３」という。）を１０重量部用いた以外は実施例１と同様にして
成形片を作製した。結果を表１－１に示す。
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【０１０６】
　［実施例７］
　実施例５において、結晶化核剤（ｅ）として、ｅ－１の代わりに、ｅ－２を０．１重量
部用いた以外は実施例５と同様にして成形片を作製した。結果を表１－１に示す。
【０１０７】
　［実施例８］
　実施例５において、結晶化核剤（ｅ）として、ｅ－１の代わりに、ｅ－３を０．１重量
部用いた以外は実施例５と同様にして成形片を作製した。結果を表１－１に示す。
【０１０８】
　［実施例９］
　実施例５において、結晶化核剤（ｅ）として、ｅ－１の代わりに、ｅ－４を０．１重量
部用いた以外は実施例５と同様にして成形片を作製した。結果を表１－１に示す。
【０１０９】
　［実施例１０］
　実施例１において、ｅ－１を０．０５重量部用いた以外は、実施例１と同様にして成形
片を作製した。結果を表１－１に示す。
【０１１０】
　［実施例１１］
　実施例１において、ｅ－１を１重量部用いた以外は、実施例１と同様にして成形片を作
製した。結果を表１－２に示す。
【０１１１】
　［実施例１２］
　実施例１において、ｅ－１を２重量部用いた以外は、実施例１と同様にして成形片を作
製した。結果を表１－２に示す。
【０１１２】
　［実施例１３］
　実施例１において、ｅ－１を５重量部用いた以外は、実施例１と同様にして成形片を作
製した。結果を表１－２に示す。
【０１１３】
　［実施例１４］
　実施例１において、ｅ－１を０．０５重量部およびｅ－２を０．０５重量部用いた以外
は、実施例１と同様にして成形片を作製した。結果を表１－２に示す。
【０１１４】
　［実施例１５］
　実施例１において、ｅ－１をヘンシェルミキサー混合時に添加した以外は、実施例１と
同様にして成形片を作製した。結果を表１－２に示す。
【０１１５】
　［実施例１６］
　実施例１において、ｅ－１と共に、発泡剤（永和化成工業（株）製、商品名：セルボン
ＳＣ－Ｐ）を混合した以外は、実施例１と同様にして成形片を作製した。結果を表１－２
に示す。
【０１１６】
　［実施例１７］
　実施例１において、ＥＰＴ－１を９０重量部、ＰＰ－１を１０重量部および注入した軟
化剤（ｃ）を４０重量部用いた以外は、実施例１と同様にして成形片を作製した。結果を
表１－２に示す。
【０１１７】
　［実施例１８］
　実施例１において、ＥＰＴ－１を８０重量部、ＰＰ－１を２０重量部および注入した軟
化剤（ｃ）を２０重量部用いた以外は、実施例１と同様にして成形片を作製した。結果を
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【０１１８】
　［実施例１９］
　実施例１において、ＥＰＴ－１を６０重量部、ＰＰ－１を４０重量部および注入した軟
化剤（ｃ）を２０重量部用いた以外は、実施例１と同様にして成形片を作製した。結果を
表１－２に示す。
【０１１９】
　［比較例１］
　実施例１において、ｅ－１を用いなかったこと以外は、実施例１と同様にして成形片を
作製したが、ヒケが発生した。結果を表２に示す。
【０１２０】
　［比較例２］
　実施例１において、ＰＰ－１の代わりに、ＰＰ－２を用いた以外は、実施例１と同様に
して成形片を作製したが、接着剥離強度が低かった。結果を表２に示す。
【０１２１】
　［比較例３］
　実施例１において、ｅ－１を１０重量部用いた以外は、実施例１と同様にして成形片を
作製したが、接着剥離強度が低かった。結果を表２に示す。
【０１２２】
　［比較例４］
　実施例１７において、ｅ－１を用いなかったこと以外は、実施例１７と同様にして成形
片を作製したが、ヒケが発生した。結果を表２に示す。
【０１２３】
　［比較例５］
　実施例１８において、ｅ－１を用いなかったこと以外は、実施例１８と同様にして成形
片を作製したが、ヒケが発生した。結果を表２に示す。
【０１２４】
　［比較例６］
　実施例１９において、ｅ－１を用いなかったこと以外は、実施例１９と同様にして成形
片を作製したが、ヒケが発生した。結果を表２に示す。
【０１２５】
　［比較例７］
　実施例１６において、ｅ－１を用いなかったこと以外は実施例１６と同様にして成形片
を作製したが、ヒケが発生した。結果を表２に示す。
【０１２６】
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【表１－１】

【０１２７】
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【表１－２】

【０１２８】
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